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特集●雇用関係と人材のマネジメントにおける現在地

テレワーク下で評価への納得感は
どのように形成されるか
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（株式会社ビジネスリサーチラボ代表取締役）

能渡　真澄
（株式会社ビジネスリサーチラボフェロー）

世界中で新型コロナウイルス感染症が蔓延し，日本において，テレワークを行う就業者が
増えた。本稿では，テレワーク下において評価への納得感が形成されるプロセスについて
検討している。先行研究をレビューしたところ，テレワーク環境の特徴，知覚された不確
実性，上司とのコミュニケーションを考慮に入れる必要があることが分かった。続いて，
日本の就業者を対象にオンライン調査を実施した結果，次のような発見を得た。第 1 に，
予想に反して，テレワーカーは非テレワーカーより，評価への納得感が高い。第 2 に，上
司とのコミュニケーションの質は，評価への納得感との間に正の関連がある。第 3 に，知
覚された不確実性は，評価への納得感との間に負の関連がある。第 4 に，非テレワーカー
においては，上司とのコミュニケーションの量が知覚された不確実性を下げるが，テレ
ワーカーにおいては，上司とのタスク志向のコミュニケーションが知覚された不確実性を
下げる。第 5 に，非テレワーカーでは，テクノロジーを用いた情報交換の重要性が高まる
と上司とのコミュニケーションが阻害されるが，テレワーカーでは逆の結果になる。これ
らの結果は，テレワークと非テレワークでは，評価への納得感を高めるプロセスが異なっ
ていることを示している。テレワーク下で評価への納得感を高めるためには，上司とのコ
ミュニケーションの質を高めると同時に，タスク志向のコミュニケーションをしっかりと
ることが有効である。
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Ⅰ�　意見が分かれるテレワークをめぐる
状況

　本稿の目的は，人材評価に対するバーチャルコ
ミュニケーションの影響を理解することである。
より具体的には，「テレワークがもたらす評価へ

の納得感に対する影響」について，先行研究レビ
ューと実態調査という 2 つの観点からアプローチ
する。
　周知の通り，2020 年に新型コロナウイルス感染
症（COVID-19）が世界的に拡大した。日本でも，
同年 4 月に最初の緊急事態宣言が発令された。以
降，対面で集まることは，感染予防の観点から難
しくなり，人々の働き方に様々な変化が生じた。
最も大きな変化の一つは，「テレワーク」を導入
する企業が急速に増えたことである。テレワーク
とは，パソコンやタブレット，スマートフォン等
の情報通信技術を用いて，雇用先の敷地の外で仕
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事を行うことを指す（Messenger 2019）。
　日本の就業者を対象にした調査（国土交通省 
2021）によれば，2019 年には 19.6％であった企業
のテレワーク導入率は，2020 年には 38.8％に伸び
ている。所属組織の制度のもと，テレワークを行
う就業者も 9.8％から 19.7％に増えた。東京に本
社を構える企業の中には，一部，従来から 2020
年のオリンピック開催をにらんで，テレワークの
制度を整えていた企業もあると聞く。一方で，全
くの青天の霹靂で，突然の厄災に，制度を新たに
整えて対応しなければならない企業もあった。
　テレワークは，COVID-19 の流行前後で，導入
率も実施率もおよそ 2 倍になっている。果たして
就業者は，テレワークに対して，どのような感情
を抱いているのだろうか。日本の就業者を対象
に，テレワークの総合的な満足度を尋ねた調査

（国土交通省 2021）を紹介しよう。
　この調査では，テレワークに対して「大変満
足」「やや満足」と回答した人が，64.3％にのぼる
ことが明らかになっている。背景として，「時間
の融通が利くので時間を有効に使えた」「通勤が
不要，または，通勤の負担が軽くなった」などと
いった，テレワークの利点を就業者が感じている
ことがある。以前は毎日オフィスに通い，その中
で仕事をしていたが，テレワークの実施によって
通勤や時間の制約が緩和され，柔軟に働けるよう
になった様子がうかがえる。
　他方で，テレワークに対して否定的な反応がな
いわけではない。実際，12.8％の就業者が「やや
不満」「大変不満」という回答を寄せている。テ
レワークには，「仕事に支障が生じる（コミュニ
ケーションの取りづらさや業務効率低下など），勤務
時間が長くなるなど，勤務状況が厳しくなるか
ら」「仕事をする部屋や机・椅子，インターネッ
ト環境や，プリンター・コピー機などの環境が十
分でなく不便だった」などの欠点があると，就業
者は認識している。物理的な仕事環境が整ってい
ないのは，突然のテレワーク移行だったことを考
慮すると，仕方のないことかもしれない。だが，
それ以外にも，コミュニケーションの難しさをは
じめとした，テレワークによる働きにくさが挙げ
られている点は注目に値する。

　テレワークには半数以上が満足している一方
で，不満足の人も存在することを確認した。それ
では，テレワーク下において，人材評価に対する
就業者の反応はどうなっているのか。勤務日の半
分以上をテレワークしている就業者を対象に，調
査が行われている（リクルートマネジメントソリュ
ーションズ 2021）。直近の「評価結果に納得感が
ある」という質問に焦点を当てると，「とてもあ
てはまる」が 6.7％，「あてはまる」が 20.5％，

「ややあてはまる」が 38.1％という結果になって
いる。対して，「ややあてはまらない」が 14.8％，

「あてはまらない」が 10.5％，「まったくあてはま
らない」が 8.1％であった。評価の納得感に肯定
的な回答をしたのが 6 割半，否定的な回答は 3 割
強にのぼる。
　テレワークの満足度では，否定的な回答が 1 割
強だったのに対し，テレワークを行う人による評
価への納得感は，3 割強が否定的な回答になって
いる。評価への納得感が低い理由については自由
記述での回答が収集されているが，「自分の仕事
ぶり・仕事への姿勢を評価者に見てもらえていな
い」「評価者とのコミュニケーションが不足して
いる」「正しく評価してもらっているか分からな
い」といった意見が挙げられている。
　テレワークをめぐって就業者を対象にした既存
の調査からは，3 つのことが分かる。第 1 に，テ
レワークは働き方の柔軟性を高め，時間や体力な
どの負担を下げる。第 2 に，物理的に離れた環境
で働くことで，コミュニケーションが不足した
り，評価が不透明になったりするなどの問題が生
じる。第 3 に，テレワークの実施によって，満足
感や納得感を覚える人がいる一方で，低い満足感
や納得感にとどまる人もいる。
　テレワークには長所と短所があり，さらには，
テレワークへの反応も肯定的なものと否定的なも
のに分かれている。本稿が関心を持つ「評価への
納得感」についても，意見は分かれる。テレワー
クに関する，この一筋縄ではいかない状況を，学
術研究ではどのように取り上げているのか。
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Ⅱ�　テレワークと評価に関する先行研究
レビュー

１　テレワーク環境がもたらす影響

　初めに，テレワークを実施することで，就業者
にどのような影響が出るかを検討した学術研究に
着目する。テレワーク環境に関する先行研究で
は，テレワークの利点と欠点の両方が指摘されて
いる。

　（1）労働環境の柔軟性
　テレワークの実施によって生まれる利点とし
て，「労働環境の柔軟性」を挙げることができる。
仕事をする場所や時間，何の仕事をするのかなど
について就業者に自由があると，労働環境の柔軟
性は高い（Hill et al. 2008）。前述の通り，就業者
がテレワークに満足感を覚える理由として，仕事
場所の自由さや時間の融通が効くことなどが挙げ
られていたが，テレワークはオフィス勤務と比べ
て，労働環境の柔軟性が高いと考えられる。
　労働環境の柔軟性が働く上で重要であることは
検証されている。例えば，労働環境の柔軟性を就
業者が知覚すると，仕事へのエンゲージメントや
職務満足，心理的健康が促され，仕事と家庭の適
合性が高まるとの報告がある（Jones et al. 2008）。

　（2）地理的分散
　他方で，テレワークには欠点もある。「地理的
分散」が生まれる点である。地理的分散とは，メ
ンバーが 2 つ以上の異なる場所で働いていること
を意味する（Gibson and Gibbs 2006）。オフィス勤
務とは違って，テレワークでは自宅等で仕事をす
るため，お互いにすぐに会えない。
　地理的分散の影響によって，自宅でテレワーク
を実施する人は，非公式な対人交流や上司からの
メンタリング機会が失われる。そのことによって
能力開発が十分にできず，孤立感を覚える傾向に
ある（Cooper and Kurland 2002）。地理的に分散
しているチームのメンバーは，直接対面で働くチ
ームのメンバーより，チームの成果に対する満足
感が低いことも分かっている（Warkentin, Sayeed 

and Hightower 1997）。テレワークによる地理的分
散は，一緒に働くメンバーとのコミュニケーショ
ンに悪影響を与え，個人にとってもチームにとっ
てもネガティブな結果を生み出す。

　（3）バーチャル性
　テレワークを実施する就業者同士が共に働くチ
ームに注目した研究がある。それらの研究におい
ては，物理的に離れた場所で協働するチームが有
する特徴として，「バーチャル性」という概念が
取り上げられている。バーチャル性の定義や内容
は実に多様であるが，代表的なのは「メディアリ
ッチネス」と「チームバーチャリティ」という捉
え方である（Schmidtke and Cummings 2017）。
　メディアリッチネスでは，コミュニケーション
に用いるツール，すなわちメディアが持つ情報の
豊富さに焦点を当てる。例えば，情報が最も豊富
なメディアは，対面での交流やビデオチャットで
ある。次いで，電話や音声チャットなどの言語コ
ミュニケーション，さらに，メールやインスタン
トメッセージなどのテキストコミュニケーション
といった具合に，情報の豊富さは減っていく

（Guo and Turner 2005）。
　メディアリッチネスの基本的な考え方は，メデ
ィアが届ける情報の豊富さが，仕事の要求と上手
く合った際に仕事のパフォーマンスが高まる，と
いうものである（Daft and Lengel 1986）。例えば，
内部で良い調整がとれているチームは，そうでは
ないチームと比べて，即時フィードバックが可能
なメディアを用いる（Aritz, Walker and Cardon 
2018）。調整にはリアルタイムでやりとりできる
メディアが必要になるからである。メディアの特
徴と仕事が合致していると，メディアの活用が成
果に結びつく。
　もう一方のチームバーチャリティでは，チーム
が仕事やコミュニケーションを進める上で使うツ
ールの特徴やその頻度に注意を払う（Kirkman 
and Mathieu 2005）。チームバーチャリティは，チ
ームのバーチャル性を捉えることができるように
提案された概念で，「同期性」「テクノロジーに基
づく情報交換」「共有情報の価値」から構成され
る。
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同期性とは，チームのメンバー間で情報がやりと
りされるスピード，テクノロジーに基づく情報交
換とは，メンバー間のやりとりでテクノロジーの
活用が求められる程度，共有情報の価値とは，や
りとりされる情報が仕事の成果に影響することを
指す。チームバーチャリティの高さは，チーム
の目標設定や葛藤回避に影響し，チームにおけ
る協働の多さを予測する（Brown, Prewett and 
Grossenbacher 2020）。

　（4）コミュニケーション
　テレワークのチームにおけるコミュニケーショ
ン に 関 す る 研 究 も， 相 応 の 蓄 積 が あ る（e.g., 
Marlow, Lacerenza and Salas 2017）。チームのコミ
ュニケーションは「量」「質」「内容」という 3 つ
の観点から捉えられる。まず，コミュニケーショ
ンがオンラインで行われる場合，対面で行われる
際より，コミュニケーションの量が増す。その一
方で，多すぎるコミュニケーションによって仕事
の 効 率 性 は 低 下 す る こ と が 検 証 さ れ て い る

（Desanctis and Monge 1998）。コミュニケーション
が増えると，そこに多くの手間が割かれると同時
に不要な情報もやりとりされるようになり，認知
的な負荷が生じる。その結果，パフォーマンスの
低下につながるのである（Chandler and Sweller 
1991）。
　続いて，コミュニケーションの質であるが，こ
れはコミュニケーションが明確で，有効に，完全
で，流暢に，時間通りに行われている程度を表す

（González-Romá and Hernández 2014）。コミュニケ
ーションの質は，仕事を進める上でポジティブな
効果をもたらす。例えば，質の高いコミュニケー
ションは，チームにおける役割や責任をお互いに
理解することにつながり，チームの有効性を高め
る（MacMillan, Entin and Serfaty 2004）。
　最後に，コミュニケーションの内容としては，
タスク志向と関係志向に分けられる（Keyton 
1997）。仕事の遂行に焦点を当てるのがタスク志
向，対人関係の促進や維持に向けたものが関係志
向である。対面の状況と比較すると，お互いに面
と向かっていない状況では，タスク志向のコミュ
ニケーションが多く，課題遂行に関する満足感も

高い（Jonassen and Kwon 2001）。オンラインでの
コミュニケーションでは関係志向がやりにくい
分，タスク志向の割合が増えるのだろう。

　以上，テレワークの特徴に関連する学術研究を
紹介した。ポジティブな影響を与えることが想定
されるのは，労働環境の柔軟性，豊富な情報を伝
えるメディアの活用，コミュニケーションの質，
タスク志向である。他方で，ネガティブな影響が
想定されるのは，地理的分散，コミュニケーショ
ンの量である。
　これらのテレワークの特徴が，評価への納得感
に影響を与えたり，コミュニケーションに対する
影響を経由して評価への納得感に影響を与えたり
することが考えられる。特に，コミュニケーショ
ンの中でも，上司との間で交わされるコミュニケ
ーションのインパクトは大きいだろう。何故な
ら，上司は評価者であり，評価者とのコミュニケ
ーションが評価への納得感に作用することは想像
に難くないからである。
　しかし，テレワーク環境に関する研究に基づ
く，これらの見解は仮説である。日本の就業者に
どれほど，どのような形で適合するのかは分から
ない。これまで実施された調査において，これら
の仮説を検証しているものはない。テレワークを
実施する人（テレワーカー）とオフィスで勤務す
る人（非テレワーカー）に分けて検討することが
求められる。

２　テレワークによる不確実性の高まり

　（1）3 種類の不確実性
　COVID-19 の拡大をきっかけにして，テレワー
クを導入する企業が増えた。COVID-19 は，私た
ちが働く上での前提を揺さぶり，企業は種々の対
応を余儀なくされた。具体的には，テレワークの
導入はもちろんのこと，人材の再配置，従業員の
雇用に関する選択，事業再開の計画など，前例の
ない困難な対応が求められた。就業者は，このよ
うに激動する環境変化の中，大きな「不確実性」
に 直 面 し た と 考 え ら れ る（Worley and Jules 
2020）。ここにおける不確実性とは，「何かを正確
に予測することができないという個人の知覚」を
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指す（Milliken 1987）。
　COVID-19 が流行する前，テレワークについ
て，ここまで本格的に実施したことのある就業者
は決して多くはない。そのため，既存調査の結果
で示した通り，就業者はテレワークという慣れな
い環境において，コミュニケーションの難しさや
オフィス環境との違いに戸惑っていた。COVID- 
19 の蔓延とテレワークへの対応によって，日本
の就業者は，高い不確実性を経験していることが
推測される。
　ここまで不確実性と一口に述べてきたが，不確
実性には 3 つの種類がある（Teboul 1994）。「指示
不確実性」「評価不確実性」「関係不確実性」であ
る。指示不確実性とは，仕事をどのように遂行す
るかに関する不確実性で，指示不確実性が高いと
仕事の適切な進め方がよく分からない状態にあ
る。評価不確実性とは，仕事をどのように遂行し
終えれば良いかに関する不確実性である。どのよ
うな成果を出せば高く評価されるか分かっていな
い状態を指す。関係不確実性とは，職場のメンバ
ーが自分のことをどのように思っているかに関す
る不確実性であり，周囲が自分をどのように評価
しているか分からないと，関係不確実性は高い。
　例えば，3 つの不確実性をそれぞれ測定した上
で，全般的な不確実性として合算した Ju and Jia

（2019）では，組織が保有するソーシャルメディ
アやイントラネットを使用するほど，全般的な不
確実性が低いこと，及び，不確実性が低いほど職
場や組織への同一視が高いことが示されている。

　（2）不確実性削減理論
　不確実性が就業者に対してネガティブな影響を
もたらすのは，何故か。不確実性をめぐる理論の
一つである「不確実性削減理論」は，そのことを
上手く説明する（Berger and Calabrese 1975）。不
確実性削減理論では，不確実性を経験した人が，
不確実性を削減するために情報を探索するプロセ
スを検討する。元々，不確実性削減理論は，自分
が知らない相手と関係を始める際に発生する，不
確実性とコミュニケーションに注目していた。そ
の後，組織における新たな役割獲得の文脈に適用
されるようになった。

　人にとって不確実性は，未知の物事への直面で
あり，対処が難しい不適応の状態である。そのた
め，不確実性に直面すると，人は不快感を覚える

（Bordia et al. 2004）。自分の手元にある情報では
対処できず，不快感に耐えられない場合，人は新
た な 情 報 を 獲 得 す る よ う に 動 機 づ け ら れ る

（Kramer 1999）。情報を探索する有望な手段の一
つとなるのは，コミュニケーションである。他者
とコミュニケーションを交わすことで情報を得
て，不確実性を削減しようと努めるのである。
　不確実性が高いと不適応に陥り，ネガティブな
影響が出ること，また，情報を探索して不確実性
を低めようとすることについては，実証研究も提
出されている。例えば，不確実性の高さは，疲労
感や抑うつなどのストレス反応と正の関連がある

（Ashford 1988）。不確実性は，心理的ストレスを
経由して，職務満足の低下や離職意思の上昇をも
たらす（Bordia et al. 2004）。不確実性が雇用不安
定性や職務満足，健康状態に与えるネガティブな
影響は，組織とのコミュニケーションの多さによ
って緩和される（Jiang and Probst 2014），といっ
たことが明らかになっている。
　不確実性に関する研究を参考にすれば，テレワ
ーク下の就業者が置かれた状況を，次のように捉
えることができる。テレワークに慣れ親しんだ就
業者が少ないことを考慮すれば，テレワークは不
確実性を高める可能性がある。高い不確実性は，
就業者にネガティブな影響を与えるため，テレワ
ークによって評価への納得感も下がるだろう。こ
れに関連して，自身の評価に不満がある人は，評
価に満足している人と比べて，上司が評価に際し
てどのようにしてデータを集めたのか分かってい
ない，という研究もある（Harrison and Peterson 
1987）。ただし，他者とのコミュニケーションを
とることで，不確実性のネガティブな影響は緩和
される可能性がある。主に，上司とのコミュニケ
ーションをきちんととれば，テレワークによって
不確実性が高まっても，評価への納得感は下がり
にくいだろう。
　しかし，これらはあくまで先行研究から導出さ
れた，テレワークと評価への納得感をめぐる仮説
に過ぎない。COVID-19 後に実施されたテレワー
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クに関する調査においても，これらの仮説は検証
されていない。日本の就業者において支持される
のかどうかを確認する必要がある。

Ⅲ　日本の就業者を対象にした実態調査

１　目的と仮説モデル

　本稿では，先行研究レビューの内容を踏まえ
て，最新の実態調査からのデータをもとに，テレ
ワークと評価への納得感をめぐる仮説モデルを検
討する。具体的には，以下の仮説モデルを設定す
る。
　まず，テレワーク環境に焦点を当てた研究で
は，その多くがコミュニケーションを議論に含ん
でいる。地理的分散は直接対面できない状況によ
るコミュニケーションの減少，メディアリッチネ
スはコミュニケーションに用いるツールが持つ情
報の豊富さ，チームバーチャリティは同じくコミ
ュニケーションのツールに関する特徴や頻度に注
目している。その意味で，テレワーク環境の研究
概念は，コミュニケーションを説明する先行要因
として位置づけることができる。
　次に，コミュニケーションと知覚された不確実
性の関連については，不確実性削減理論が取り上
げている。コミュニケーションが不確実性を削減
する働きを持つことから，コミュニケーションは
知覚された不確実性を説明する先行要因であると
考えられる。

　更に，知覚された不確実性と評価への納得感に
ついては，先行研究において，その関連が示され
ている（Harrison and Peterson 1987）。最近のテレ
ワーカー調査（リクルートマネジメントソリューシ
ョンズ 2021）でも，評価への納得感が低い理由に

「正しく評価してもらっているか分からない」と，
不確実性に関連する側面が挙げられている。これ
らのことから，知覚された不確実性は，評価への
納得感の先行要因とみなすことができる。
　以上をまとめると，テレワークと評価への納得
感をつなぐプロセスに関する仮説モデルが成立す
る（図 1）。本稿では，オンライン調査で集めたデ
ータを用いて，このモデルを検証し，評価への納
得感を巡るテレワーク環境とコミュニケーショ
ン，そして不確実性が持つ特徴を明らかにする。

２　実態調査の方法

　（1）調査方法と調査対象者
　評価への納得感の高低を説明する，テレワーク
の研究概念と上司とのコミュニケーション，およ
び知覚された不確実性の特徴を明らかにするた
め，オンライン調査を行った。調査対象者は，
2020 年『労働力調査』（総務省統計局 2021）にお
ける就業者の性別・年齢の人数比を参考にして，
回答者のデモグラフィック変数の配分を設定し，
正規就業者に限定した。
　質問を読まずに回答するなど不適切な回答を行
う人を判別するため，三浦・小林（2015）を参考
に，「この項目は“非常にあてはまる”を選択し

評価への納得感

知覚された
不確実性

評価不確実性

関係不確実性

指示不確実性

テレワーク環境の
研究概念

メディアリッチネス
ビデオ会議システムの活用
音声通信システムの活用

テキストメッセージの活用

労働環境の柔軟性

チームバーチャリティ
同期性

テクノロジーに基づく情報交換
共有情報の価値

地理的分散

上司との
コミュニケーション

上司との
コミュニケーションの量

上司との
コミュニケーションの質

上司とのコミュニケーション
のタスク志向性

上司とのコミュニケーション
の関係志向性

図 1　仮説モデル
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てください」など回答を指示した３項目を調査に
含めた。不適切な回答をした人を除いた最終的な
分析対象者は 472 名（男性 304 名，女性 168 名，平均
年齢 43.31 歳，SD = 13.01）であり，うちテレワーカ
ーは 153 名，非テレワーカーは 319 名である 1）。

　（2）測定内容
　テレワークの研究概念，上司とのコミュニケー
ション，知覚された不確実性，そして評価への納
得感については，先行研究の概念定義や尺度の内
容を参考にして独自に質問を 2～3 項目作成し，
測定を行った。
　測定した内容は，労働環境の柔軟性（Hill et al. 
2001），地理的分散，ビデオ会議システムの活用
頻度，音声通信システムの活用頻度，テキストメ
ッセージの活用頻度，同期性，テクノロジーに基
づく情報交換，共有情報の価値（Brown, Prewett 
and Grossenbacher 2020），上司とのコミュニケー
ションの量・質（Stewart and Gosain 2006）・タス
ク志向性・関係志向性（Dabholkar, van Dolen and 
de Ruyter 2009），知覚された不確実性（Ju 2013），
そして評価への納得感（Greller 1978）である。
　また，所属組織の規模が大きかったり，テレワ
ークが推奨されたりしていると，テレワークの制

度が整っている関係で，不確実性に影響が出るか
もしれない。COVID-19 に関する不安や組織への
影響がネガティブな感情をもたらし，評価への納
得感の高さに影響することも考えられる。そのた
め，企業規模，所属組織のテレワーク推奨度，所
属組織への COVID-19 の影響，COVID-19 の不安

（Silva, de Sampaio Brito and Pereira 2020）もあわ
せて測定した 2）。性別，年齢，世帯収入のデータ
については，オンライン調査の実施に際して同時
に提供された。

３　実態調査の結果

　（1）テレワーカーと非テレワーカーの比較
　テレワーカーと非テレワーカーで，取り上げた
各概念の程度がどの程度異なるか。各変数に含ま
れる質問への回答値の平均を尺度得点として，テ
レワーカーと非テレワーカーの得点差を検討した

（表 1）。知覚された不確実性については，3 つの下
位概念に分けて検討した先行研究がほとんど見ら
れなかったため，探索的因子分析によって因子構
造を確認した。その結果，解釈可能性が最も良い
因子構造として，指示不確実性と評価不確実性の
項目が 1 因子にまとまった 2 因子解を抽出した。
関係不確実性は，自分の評価や評判に焦点化して

表 1　記述統計量
全体 テレワーカー 非テレワーカー 差の効果量

（N = 472） （N = 153） （N = 319） （テレワーカー－非テレワーカー）
変数名 ω M Med SD M Med SD M Med SD d 95%CI

労働環境の柔軟性 .80 2.62 2.67 0.97 3.18 3.00 0.91 2.35 2.33 0.88 0.92 ［ 0.72 - 1.12 ］
地理的分散 .75 2.44 2.50 1.00 2.92 3.00 1.02 2.21 2.00 0.91 0.75 ［ 0.55 0.95 ］
ビデオ会議システムの活用 ― 2.28 1.00 1.48 3.63 4.00 1.22 1.63 1.00 1.10 1.75 ［ 1.53 - 1.97 ］
音声通信システムの活用 ― 2.66 2.00 1.73 3.50 4.00 1.51 2.25 1.00 1.69 0.77 ［ 0.57 - 0.96 ］
テキストメッセージの活用 ― 3.33 4.00 1.73 4.39 5.00 1.08 2.82 3.00 1.76 1.00 ［ 0.80 - 1.20 ］
同期性 .88 3.49 3.50 1.01 3.26 3.00 0.99 3.60 3.50 1.01 −0.34 ［ −0.53 - −0.14 ］
テクノロジーに基づく情報交換 .94 3.00 3.00 1.11 3.69 4.00 0.82 2.67 3.00 1.08 1.02 ［ 0.82 - 1.22 ］
共有情報の価値 .90 3.03 3.00 1.00 3.55 3.67 0.71 2.78 3.00 1.03 0.82 ［ 0.62 - 1.02 ］
上司とのコミュニケーションの量 .87 2.90 3.00 1.02 3.05 3.00 1.02 2.82 3.00 1.02 0.23 ［ 0.03 - 0.42 ］
上司とのコミュニケーションの質 .84 3.15 3.00 0.91 3.32 3.50 0.93 3.06 3.00 0.89 0.28 ［ 0.09 - 0.47 ］
上司とのコミュニケーションのタスク志向性 .73 3.51 3.50 0.83 3.68 4.00 0.70 3.43 3.50 0.87 0.30 ［ 0.11 - 0.49 ］
上司とのコミュニケーションの関係志向性 .54 2.94 3.00 0.80 2.95 3.00 0.82 2.94 3.00 0.79 0.01 ［ −0.18 - 0.20 ］
業務不確実性 .76 2.66 2.80 0.66 2.58 2.60 0.66 2.70 2.80 0.65 −0.19 ［ −0.38 - 0.01 ］
関係不確実性 .88 2.90 3.00 0.81 2.87 3.00 0.81 2.92 3.00 0.81 −0.05 ［ −0.25 - 0.14 ］
評価への納得感 .87 2.93 3.00 0.88 3.05 3.00 0.95 2.87 3.00 0.84 0.21 ［ 0.01 - 0.40 ］
性別 ― 女性：35.59% 女性：24.18% 女性：41.07%
年齢 ― 43.31 43.00 13.01 45.11 46.00 12.97 42.45 41.00 12.97 0.20 ［ 0.01 0.40 ］
世帯年収 ― 5.76 5.00 3.08 7.23 7.00 3.18 5.05 4.00 2.78 0.75 ［ 0.55 0.95 ］
企業規模 ― 3.99 3.00 2.49 5.03 6.00 2.31 3.50 2.00 2.43 0.64 ［ 0.44 - 0.84 ］
所属組織のテレワーク推奨度 .78 2.66 3.00 1.35 3.97 4.00 0.82 2.03 2.00 1.06 1.96 ［ 1.73 - 2.19 ］
所属組織へのCOVID-19の影響 .54 3.38 3.00 0.83 3.33 3.00 0.90 3.40 3.00 0.80 −0.09 ［ −0.28 - 0.11 ］
COVID-19の不安 .88 3.48 3.33 0.97 3.46 3.33 0.91 3.48 3.33 0.99 −0.02 ［ −0.22 - 0.17 ］
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いる。対して，指示不確実性と評価不確実性はど
ちらも，自分が担当する仕事に焦点化した不確実
性である。これらが合わさった因子を，本研究で
は「業務不確実性」と名付け，分析で用いた。
　各変数におけるテレワーカーと非テレワーカー
の得点を比較すると，テレワーク環境の研究概念
では，同期性がテレワーカーの方でわずかに低い
ことを除き，全ての得点でテレワーカーが大きく
上回っていた。つまり，テレワーカーの方が非テ
レワーカーよりも，労働環境の柔軟性や地理的分
散が大きく，各種メディアツールを頻繁に利用し
ており，仕事におけるオンラインツールによる情
報交換や共有される情報の価値が大きいが，情報
交換はスピーディではないことが示された。上司
コミュニケーションと評価への納得感について
は，全ての下位尺度でテレワーカーの得点が高
く，知覚された不確実性については，テレワーカ
ーの得点が低かったが，その得点差は大きなもの
ではないことが示された。
　以上をまとめると，テレワーカーにおいて，テ
レワーク環境に関する研究概念全般の程度が高
く，テレワーカーの方が上司とのコミュニケーシ
ョンや知覚された不確実性，評価への納得感につ
いてポジティブな回答をしていた。

　（2）評価への納得感に対する影響
　本稿で取り上げた変数間の関連を検討するた
め，テレワーク環境の研究概念，上司とのコミュ
ニケーション，知覚された不確実性，評価への納
得感，そして後の分析に含める種々の統制変数に
ついて，単相関分析を行った（表 2）。
　評価への納得感との間に有意な相関が認められ
たものの中で，特に関連が強いのは，上司とのコ
ミュニケーションに関する変数であった。関係不
確実性は，評価への納得感と有意な弱い負の相関
が認められたが，業務不確実性は評価への納得感
と有意な負の相関が認められつつも，相関の強さ
は小さいものであった。また，テレワーク環境の
研究概念については，労働環境の柔軟性が，評価
への納得感との間に有意な弱い正の相関が認めら
れた。要するに，評価への納得感の高さと上司と
のコミュニケーションが相対的に強く関連してい

ることが分かった。

　（3�）テレワーカーと非テレワーカーの類似点と
相違点

　テレワーカーと非テレワーカーで変数間の関連
がどのように異なっているかを検討するため，図
1 の仮説モデルを反映したパスモデルを作成し，
多母集団同時分析を行った。
　最初に解析したモデルでは，テレワーク環境の
研究概念として測定した 8 変数が上司とのコミュ
ニケーション 4 変数を説明するパス，上司とのコ
ミュニケーション 4 変数が知覚された不確実性 2
変数を説明するパス，知覚された不確実性 2 変数
が評価への納得感を説明するパスを仮定した，完
全媒介モデルを分析した。なお，以降の分析で
は，統制変数として性別，年齢，企業規模，所属
組織のテレワーク推奨度，所属組織への COVID- 
19 の影響，COVID-19 の不安を投入し，テレワー
クの研究概念の変数間，上司コミュニケーション
の変数間，知覚された不確実性の変数間にそれぞ
れ誤差共分散を仮定している。この完全媒介モデ
ルについて，テレワーカーと非テレワーカーを分
割した多母集団同時分析を行った結果，モデルの
適合度の RMSEA が .10 を超える値であった（χ2

（56）＝286.28, p<.01, χ2/df=5.11, CFI=.91, RMSEA= 
.13 ［95%CI : .12 - .15］）。そこで，修正指標を参考
にして，ビデオ会議システムの活用が業務不確実
性を説明するパス，同期性が関係不確実性を説明
するパス，上司とのコミュニケーションの質が評
価への納得感を説明するパスを追加した修正モデ
ルを作成し，再分析を行った。その結果，モデル
の適合度が十分な値となった（χ2（50）＝89.11, 
p<.01, χ2/df=1.78, CFI=.99, RMSEA=.06 ［95%CI : .04 
- .08］）ため，この修正モデルを採用した（表 3）。
　修正モデルにおけるパス係数を見ていこう。テ
レワーカーと非テレワーカーの両方に共通して，
評価への納得感との関連が最も大きい変数は，上
司とのコミュニケーションの質であった。また，
それらの関連が統制された上で，関係不確実性は
評価への納得感との間に有意な負の関連が認めら
れた。その一方で，業務不確実性は評価への納得
感との間に有意な関連が認められなかった。本研



論　文　テレワーク下で評価への納得感はどのように形成されるか

No. 737/December 2021 71

表
3　
多
母
集
団
同
時
分
析
の
結
果

コ
ミュ

ニ
ケ

ー
ショ

ン
の

量
コ

ミュ
ニ

ケ
ー

ショ
ン

の
質

タ
ス

ク
志

向
性

関
係

志
向

性
業

務
不

確
実

性
関

係
不

確
実

性
評

価
へ

の
納

得
感

（
テ

レ
ワ

ー
ク

環
境

の
研

究
概

念
）

労
働

環
境

の
柔

軟
性

.17
*

/
.15

*
.22

**
/

.19
**

.16
*

/
.08

.16
*

/
.21

**
地

理
的

分
散

－
.18

*
/

－
.10

†
－

.15
†

/
－

.14
*

－
.16

*
/

－
.08

－
.31

**
/

－
.09

ビ
デ

オ
会

議
シ

ス
テ

ム
の

活
用

－
.04

/
.13

*
－

.07
/

.09
.01

/
.02

.03
/

.06
.01

/
.16

**
音

声
通

信
シ

ス
テ

ム
の

活
用

.13
/

－
.02

.04
/

－
.02

－
.10

/
－

.01
.03

/
－

.03
テ

キ
ス

ト
メ

ッ
セ

ー
ジ

の
活

用
－

.12
/

.01
－

.17
*

/
.08

.03
/

.02
－

.24
**

/
－

.03
同

期
性

－
.06

/
.02

－
.02

/
.07

.01
/

.17
*

－
.09

/
－

.08
－

.26
**

/
－

.07
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
に

基
づ

く
情

報
交

換
.33

**
/

－
.18

.18
/

－
.33

**
.26

*
/

－
.05

.00
/

－
.44

**
共

有
情

報
の

価
値

.04
/

.27
*

.32
**

/
.41

**
.20

*
/

.17
†

.33
**

/
.49

**
（

上
司

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
）

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

量
－

.06
/

－
.11

－
.18

†
/

－
.22

**
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
質

－
.05

/
－

.08
－

.04
/

－
.03

.52
**

/
.55

**
タ

ス
ク

志
向

性
－

.37
**

/
－

.12
†

－
.22

**
/

－
.06

関
係

志
向

性
－

.05
/

.03
－

.12
/

.06
（

知
覚

さ
れ

た
不

確
実

性
）

業
務

不
確

実
性

.05
/

.03
関

係
不

確
実

性
　

－
.22

**
/

－
.13

*
決

定
係

数
（

R2
）

.21
/

.09
.26

/
.14

.25
/

.08
.26

/
.13

.33
/

.15
.42

/
.14

.48
/

.37
注

：
�表

内
の

変
数

は
説

明
変

数
，

上
部

の
変

数
は

目
的

変
数

を
表

し
，

表
内

の
記

号
は

 **
 p

 <
 .0

1, 
* p

 <
 .0

5, 
†

 p
 <

 .1
0 

を
表

す
。

ま
た

，
斜

線
左

の
値

は
テ

レ
ワ

ー
カ

ー
，

右
の

値
は

非
テ

レ
ワ

ー
カ

ー
の

標
準

化
偏

回
帰

係
数

（
β ）

を
そ

れ
ぞ

れ
表

す
。

灰
色

の
箇

所
は

パ
ス

係
数

に
差

が
認

め
ら

れ
た

も
の

（
ps

 <
 .1

0）
を

表
す

。
こ

の
分

析
結

果
で

は
，

性
別

，
年

齢
，

世
帯

年
収

，
企

業
規

模
，

所
属

組
織

の
テ

レ
ワ

ー
ク

推
奨

，
所

属
組

織
へ

の
CO

V
ID

-1
9

の
悪

影
響

，
CO

V
ID

-1
9

へ
の

不
安

を
統

制
変

数
と

し
て

モ
デ

ル
に

投
入

し
て

い
る

。

表
2　
相
関
分
析
の
結
果

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
1.

性
別

2.
年

齢
－

.20
**

3.
世

帯
年

収
－

.07
.17

**
4.

企
業

規
模

－
.13

**
－

.02
.20

**
5.

所
属

組
織

の
テ

レ
ワ

ー
ク

推
奨

度
－

.15
**

.03
.29

**
.38

**
6.

所
属

組
織

へ
の

CO
V

ID
-1

9
の

影
響

.09
*

－
.07

－
.05

－
.01

－
.10

*
7.

CO
V

ID
-1

9
の

不
安

.09
†

－
.05

.03
.10

*
－

.01
.17

**
8.

労
働

環
境

の
柔

軟
性

－
.14

**
.09

†
.19

**
.06

.38
**

－
.18

**
－

.13
**

9.
地

理
的

分
散

－
.13

**
.11

*
.10

*
.15

**
.32

**
－

.10
*

.05
.35

**
10

.ビ
デ

オ
会

議
シ

ス
テ

ム
の

活
用

－
.15

**
－

.01
.32

**
.40

**
.60

**
－

.03
.07

.29
**

.28
**

11
.音

声
通

信
シ

ス
テ

ム
の

活
用

－
.07

－
.05

.21
**

.19
**

.25
**

.02
.13

**
.12

*
.08

†
.42

**
12

.テ
キ

ス
ト

メ
ッ

セ
ー

ジ
の

活
用

－
.07

－
.07

.23
**

.28
**

.38
**

.02
.13

**
.15

**
.17

**
.51

**
.52

**
13

.同
期

性
.07

.01
－

.06
－

.23
**

－
.17

**
－

.07
－

.15
**

－
.01

－
.10

*
－

.25
**

－
.20

**
－

.28
**

14
.テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
に

基
づ

く
情

報
交

換
－

.11
*

－
.09

†
.18

**
.34

**
.45

**
.00

.18
**

.18
**

.25
**

.55
**

.44
**

.61
**

－
.44

**
15

.共
有

情
報

の
価

値
－

.10
*

－
.07

.19
**

.23
**

.38
**

－
.07

.16
**

.20
**

.22
**

.44
**

.38
**

.55
**

－
.29

**
.82

**
16

.上
司

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

量
.04

－
.04

.09
†

－
.01

.12
**

－
.06

－
.08

†
.17

**
－

.04
.16

**
.09

†
.09

*
－

.02
.13

**
.18

**
17

.上
司

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

質
－

.01
－

.04
.08

†
.06

.13
**

－
.14

**
－

.03
.23

**
－

.02
.14

**
.09

†
.12

**
.04

.14
**

.25
**

.64
**

18
.上

司
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
タ

ス
ク

志
向

性
.05

－
.07

.07
.07

.10
*

－
.05

.13
**

.12
**

.02
.14

**
.08

†
.12

**
.07

.16
**

.19
**

.31
**

.51
**

19
.上

司
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
関

係
志

向
性

.05
－

.13
**

.06
.00

.00
－

.05
－

.04
.16

**
－

.10
*

.03
.01

－
.02

－
.01

.02
.15

**
.53

**
.58

**
.20

**
20

.業
務

不
確

実
性

.05
－

.23
**

－
.10

*
.09

†
－

.07
.11

*
.03

－
.23

**
－

.01
.05

－
.01

－
.05

－
.15

**
－

.02
－

.09
*

－
.19

**
－

.22
**

－
.25

**
－

.09
*

21
.関

係
不

確
実

性
－

.03
－

.15
**

－
.12

*
.11

*
.01

.18
**

.16
**

－
.17

**
.15

**
.07

－
.01

－
.01

－
.23

**
.06

－
.02

－
.28

**
－

.25
**

－
.18

**
－

.15
**

.55
**

22
.評

価
へ

の
納

得
感

.04
－

.10
*

.10
*

.01
.13

**
－

.18
**

－
.09

†
.25

**
.07

.13
**

.04
.04

.12
**

.08
†

.16
**

.41
**

.60
**

.31
**

.37
**

－
.18

**
－

.29
**

**  
p 

< 
.01

, *
 p

 <
 .0

5, 
† 

p 
< 

.10



日本労働研究雑誌72

究で取り上げた概念の中で，評価への納得感を最
も強く説明する要因は上司とのコミュニケーショ
ンの質の高さであり，それらの関連を統制した上
で，関係不確実性は評価への納得感との間に独自
の負の関連があるが，業務不確実性は評価への納
得感との間に独自の関連がないことが示された。
　上司とのコミュニケーションについて，テレワ
ーク環境の研究概念の中で有意傾向あるいは有意
な関連が多く認められたのは，労働環境の柔軟
性，地理的分散，共有情報の価値であった。具体
的には，テレワーカーと非テレワーカーの両方
で，労働環境の柔軟性は上司とのコミュニケーシ
ョンの質，量，関係志向性との間に正の関連が認
められた。地理的分散は，上司とのコミュニケー
ションの量と質との間に，負の関連が認められ
た。共有情報の価値は，上司とのコミュニケーシ
ョンの質，タスク志向性，関係志向性の間に正の
関連が認められた。テレワークを実施しているか
否かにかかわらず，テレワーク環境の研究概念の
中で，上司とのコミュニケーションと広く関連す
る概念は，労働環境の柔軟性，地理的分散，共有
情報の価値であった。
　修正モデルに含まれるパスについて，テレワー
カーと非テレワーカーのパス係数の差の検定を行
い，テレワーカーと非テレワーカーで変数間の関
連が異なっているものを確認した。その結果，タ
スク志向性と業務不確実性，関係不確実性および
同期性の関連について，テレワーカーの方が非テ
レワーカーよりも，負の関連が強いことが認めら
れた。他方，ビデオ会議システムの活用と業務不
確実性の関連について，非テレワーカーの方がテ
レワーカーよりも正の関連が強いことが認められ
た。すなわち，テレワーカーは非テレワーカーよ
りも，上司とのコミュニケーションのタスク志向
性の高さが，知覚された 2 つの不確実性の低さと
強く関連し，非テレワーカーはテレワーカーより
も，ビデオ会議システムの活用の多さが業務不確
実性の高さと強く関連することが示された。
　そして，上司とのコミュニケーションについ
て，テキストメッセージの活用とコミュニケーシ
ョンの質およびコミュニケーションの関係志向性
との関連は，テレワーカーでは有意な負の相関が

認められた。一方で，非テレワーカーでは関連が
なかった。地理的分散と関係志向性の関連も，テ
レワーカーでは有意な負の関連が認められたが，
非テレワーカーでは関連がなかった。また，テク
ノロジーに基づく情報交換とコミュニケーション
変数の関連が，テレワーカーと非テレワーカーの
間で大きく異なっていた。テレワーカーでは，コ
ミュニケーションの量やタスク志向性との間に正
の関連が認められたのに対して，非テレワーカー
ではコミュニケーションの質や関係志向性の間に
負の関連が認められた。加えて，同期性とコミュ
ニケーションのタスク志向性の関連について，非
テレワーカーでは有意な正の関連が認められた一
方で，テレワーカーでは関連が認められなかっ
た。以上をまとめると，上司とのコミュニケーシ
ョンについて，テレワーカーではテキストメッセ
ージの活用と関係志向性がネガティブに関連し，
テクノロジーに基づく情報交換がポジティブな関
連を持っていた。それに対して，非テレワーカー
では同期性がポジティブに関連し，テクノロジー
に基づく情報交換がネガティブな関連を持ってい
た。
　以上の結果から，特に上司とのコミュニケーシ
ョンのタスク志向性と知覚された不確実性の関連
と，テクノロジーに基づく情報交換と上司とのコ
ミュニケーションの各概念との関連について，テ
レワーカーと非テレワーカーの間に大きな違いが
あることが明らかになった。

Ⅳ　結論にかえて

　本稿では初めに，既に行われた調査の結果を頼
りに，「テレワークによって評価への納得感がど
うなるか」という問題意識を提出した。その後，
テレワーク環境や不確実性をめぐる先行研究をレ
ビューし，そこで得られた内容を参考に，実態調
査を行った。最後に，ここでは先行研究と分析結
果を突き合わせて，テレワークと評価への納得感
について，現状の知見を整理しておこう。

　（1）テレワーカーの不確実性の低さ
　まず，テレワーカーと非テレワーカーを比較す
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ると，テレワーカーの方が不確実性は低いという
結果が得られた。業務不確実性も関係不確実性
も，テレワーカーの方が低かった。COVID-19 に
よって実施を余儀なくされたテレワークによっ
て，不確実性は高まるのではないかと考えられる
が，実態は異なっていた 3）。
　このような結果が得られた理由は，不確実性削
減理論を用いれば，部分的に説明できるかもしれ
ない。不確実性削減理論によれば，人は不確実性
が高い状態にストレスを感じるため，それを低く
しようと情報を集める。もしかすると就業者は，
テレワークに関する一定の情報を既に得ていたの
ではないか。適切な情報が得られれば，不確実性
は下がる。
　テレワークの方が非テレワークより不確実性が
低かったのは，不確実性を削減する行動によっ
て，働き方について自覚的になり，自分の仕事や
周囲との関係性について理解が進んだからかもし
れない。普段オフィスで勤務していると，自分の
働き方を見直す機会はあまりない。
　慣れの効果もあり得る。オンラインと対面を比
較すると，対面の方が初期の信頼は高いが，同じ
メンバーで何度か課題に取り組むうちに，信頼関
係が醸成されることが分かっている（Wilson, 
Straus and McEvily 2006）。 今 回 の 調 査 で は，
COVID-19 が拡大し，企業がテレワークを導入し
始めてから一定の時期が経過している。テレワー
クという新たな環境に適応し，不確実性が下がっ
たとも考えられる。

　（2）異なるコミュニケーションルール
　テクノロジーに基づく情報交換の効果が，テレ
ワーカーと非テレワーカーで逆になっていた点も
興味深い。テレワーカーにおいては，テクノロジ
ーに基づく情報交換はコミュニケーションの量や
タスク志向性を上げる。その一方で，非テレワー
カーにおいては，コミュニケーションの質や関係
志向性を下げる。
　ここから，テレワーカーと非テレワーカーで
は，コミュニケーションに関する異なるルールが
必要になることが示唆される。オフィス勤務の感
覚のままで，テレワークにおけるコミュニケーシ

ョンを運用すると上手くいかない可能性が高い。
テレワークでは，積極的にテクノロジーを用いて
コミュニケーションをとる必要があるだろう。
　しかし，テレワーカーにおいて，テキストメッ
セージの活用がコミュニケーションの質や関係志
向性にネガティブな影響を与えている点には注意
しなければならない。テクノロジーでやりとりす
るとしても，テキストメッセージばかりでは，お
互いの関係が上手くいかなくなる。

　（3）タスク志向のコミュニケーションの重要性
　評価への納得感に対しては，関係不確実性が関
連していることが分かった。関係不確実性が高い
と，評価への納得感は低くなる。これは，テレワ
ーカーにおいてより強く見られた傾向である。テ
レワークの中で，周囲から自分がどう思われてい
るのか不明瞭だと，評価への納得感は得られにく
い。そうならないために，コミュニケーションが
求められるだろう。
　では，どのようなコミュニケーションを交わせ
ば良いか。特に上司とのコミュニケーションでい
えば，タスク志向のコミュニケーションが有効で
ある。今回の実態調査では，タスク志向性が高い
ほど関係不確実性が低い，という結果が得られて
いる。
　テレワークと言うと，「相互のやりとりが仕事
の内容によりがちであり，雑談など関係性を育む
会話を積極的に行っていくべき」といった話を耳
にする。ところが，評価への納得感という意味で
はむしろ，テレワークが得意とするタスク志向の
コミュニケーションをしっかり交わすことが重要
である。テレワークの悪い面を補うより，良い面
を伸ばすアプローチの方が有望なのである。

  1）今回の実態調査には，3 つの限界がある。第 1 に，正規雇用
の就業者のみを取り上げている。非正規雇用の就業者は雇用
不安などの影響が大きいことが考えられるため，除外した。
しかし，COVID-19 による失業問題を考慮すると，非正規雇用
の就業者に対する実態調査は今後求められるだろう。第 2 に，
仕事の特徴に関する精緻な検証が行えていない。職種情報の
統制で影響は大まかに取り除いているが，「対面前提の仕事」

「現場作業前提の仕事」などの事情でテレワークが難しいこと
もある。そうした場合は回答の意味合いが変わってくる可能
性がある。第 3 に，一度の調査に基づく分析であるため，影
響プロセスについて厳密に検証しているわけではない。縦断
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研究によるフォローが望まれる。
 2）測定に用いた件法の内容について，企業規模は「1：30 人以

下，2：31 人～100 人，3：101 人～200 人，4：201 人～300 人，
5：301 人～500 人，6：501 人～1000 人，7：1001 人以上」，ビ
デオ会議システム・音声通信システム・テキストメッセージ
の活用頻度は「1：ほとんど使っていない，2：2～3 カ月に 1
回程度使っている，3：1 カ月に 1 回程度使っている，4：1 週
間に数回使っている，5：ほぼ毎日使っている」を用いた。世
帯年収は，提供されたデータが年収階級で区分けされたもの
であったため，「1：100 万未満，2：100 万～200 万未満，3：
200 万～300 万未満……」と，値が増えるごとに 100 万ずつ増
加するよう得点を変換した。これらの変数と性別・年齢以外
は，すべて「1：まったくあてはまらない，2：あてはまらな
い，3：どちらともいえない，4：あてはまる，5：非常にあて
はまる」で回答を求めた。

 3）テレワーカーと非テレワーカーの差を分析し，効果量を確認
しているが，個人属性や企業属性を統制した結果ではない。
そのため，テレワーカーと非テレワーカーの差に，これらの
属性が関連している可能性は否定できない。
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